
議案第２７号 

 

令和５年度 印南町水道事業会計予算 

 

 （総  則）  

第１条 令和５年度印南町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量）  

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1)給水戸数                               ３，８５０戸 

 (2)年間総給水量             ９９２，８００  

 (3)一日平均給水量              ２，７２０  

 

 （収益的収入及び支出）        

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

 

   収  入  

 第１款  水道事業収益        １９８，４０５千円  

  第１項  営業収益         １３２，２００千円  

  第２項  営業外収益         ６４，３０９千円  

  第３項  特別利益           １，８９６千円  

 

   支  出  

 第２款  事業費           ２３１，８５７千円  

  第１項  営業費用         ２０５，３３１千円  

  第２項  営業外費用         ２６，３２５千円  

  第３項  特別損失             ２０１千円  

 

 （資本的収入及び支出）  

第 ４ 条  資 本的 収入 及 び 支 出 の予 定額 は 、 次 の とお りと 定 め る 。 （ 資

本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し 不 足 す る 額 ４ ０ ， ３ ８ ９ 千 円 は 、

過 年 度 損 益 勘 定 留 保 資 金 ４ ０ ， ３ ８ ９ 千 円 で 補 て ん す る も の と す

る。 )    

 

    収  入  

 第３款  資本的収入          ６４，６５０千円  

  第１項  負担金            ３，５００千円  

第２項  固定資産売却代金           １千円  



  第３項  他会計負担金         ５，０００千円  

  第４項  企業債            ５，１００千円  

  第５項  他会計補助金        ５１，０４９千円  

 

   支  出  

 第４款  資本的支出         １０５，０３９千円  

  第１項  建設改良費         １８，７１０千円  

  第２項  企業債償還金        ８６，３２９千円  

 

 （企業債）  

第 ５ 条  起 債の 目的 、 限 度 額 、起 債の 方 法 、 利 率及 び償 還 の 方 法 は 、

次のとおりと定める。  

 

起債の目的  限  度  額  起債の方法  利   率  償還の方法  

水道事業債  
千円  

５，１００  
証書借入  

年 ３ ．０ ％ 以 内  

（ た だ し 、利 率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 政

府 資 金 及 び 地

方 公 共 団 体 金

融 機 構 資 金 に

つ い て 、利 率 見

直 し を 行 っ た

後 に お い て は 、

当 該 見 直 し 後

の 利 率 ）  

政 府 資 金 に つ い

て は 、 そ の 融 資

条 件 に よ り 、 銀

行 そ の 他 の 場 合

に は そ の 債 権 者

と 協 定 す る も の

に よ る 。た だ し 、

企 業 財 政 そ の 他

の 都 合 に よ り 繰

上 償 還 又 は 低 利

に 借 換 え す る こ

と が で き る 。  

 

（一時借入金）  

第６条  一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。  

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第 ７ 条  予 定 支出の 各 項 の 経 費 の金額 を 流 用 す る ことが で き る 場 合 は 、

次のとおりと定める。  

（１）営業費用と営業外費用との間  

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第 ８ 条  次 に掲 げる 経 費 に つ いて は、 そ の 経 費 の金 額を 、 そ れ 以 外 の



経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用

する場合は、議会の議決を経なければならない。  

 

（１）職員給与費           ９，１８１千円  

 

（他会計からの補助金）  

第 ９ 条  統 合水 道に 係 る 統 合 前の 簡易 水 道 の 建 設改 良の た め に 発 行 さ

れ た 企 業 債 の 元 利 償 還 金 に 要 す る 経 費 に つ い て 一 部 を 充 当 す る た め

一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 額 は 、 ５ ７ ， ２ ３ ０ 千 円 で あ

る。  

 

（たな卸資産購入限度額）  

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、２，０００千円と定める。  

 

 

 

                           令和５年３月９日提出 

印 南 町 長  日 裏  勝 己 



 

 

令和５年度  印南町水道事業会計予算附属明細書  

 

 

 

１．令和５年度  印南町水道事業会計予算実施計画  

２．令和５年度  印南町水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書  

３．給与費明細書  

４．令和５年度  印南町水道事業予定貸借対照表  

５．令和４年度  印南町水道事業予定貸借対照表  

６．令和４年度  印南町水道事業予定損益計算書  

７．工事請負費明細書  



　　収益的収入及び支出

収　入
　（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

1.水道事業収益 198,405

1.営業収益 132,200

1.給水収益 129,784

水 道 料 金 129,784

2.その他の営業収益 2,416

雑 収 益 2,416

2.営業外収益 64,309

1.受取利息及び配当金 43

預 金 利 息 43

3.他会計補助金 6,181

他 会 計 補 助 金 6,181

4.加入負担金 1,760

加 入 負 担 金 1,760

6.長期前受金戻入 56,275

19,162

542

11,628

24,943

8.雑収益 50

雑 収 益 50

3.特別利益 1,896

2.その他特別収益 1,895

長 期 前 受 金 戻 入 1,895

3.過年度損益修正益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1

消火栓等維持管理費負担金

一般会計補助金（利子償還分）

起債分（過年度収益化）

１．令和５年度　印南町水道事業会計予算実施計画

備　　考

長 期 前 受 金 戻 入 56,275

起債分

工事負担金

県補助金

国庫補助金



支　出
　（単位 ： 千円）

款 項 目 節 予定額

2.事業費 231,857

1.営業費用 205,331

1.原水及び浄水費 68,628

通 信 運 搬 費 1,408

1,304

777

修 繕 費 6,000

薬 品 費 3,590

材 料 費 500

受 水 費 23,309

6

32

12

10

光 熱 水 費 31,680

2.配水及び給水費 21,782

1,433

500

賃 借 料 40

修 繕 費 8,541

光 熱 水 費 6,768

材 料 費 4,500

4.総係費 24,810

給 料 4,396

1,238

438

100

500

58

180

賞 与 引 当 金 繰 入 額 619

1,222

308

法定福利費引当金繰入額 122

200

50

駐車場代 10

研修旅費 410

4,200

1,240

備 消 耗 品 費 520

燃 料 費 480

印 刷 製 本 費 300

電話料 228

366

1,045

753

1,430

1,540

手 数 料 514 500

公用車代行手数料 14

使 用 料 421 421

601

212

修 繕 費 100 公用車車検代 100

薬品代

備　　考

テレメーター

川辺町周辺土地改良区共同物件管理費

修繕費

土地借上料

1名

期末勤勉手当

通勤手当

修繕費

消耗品費

委 託 料 2,081
電気保安料手数料

水質検査料

手 数 料 60

検便代

浄化槽維持管理費

浄化槽清掃費

浄化槽水質検査料

委 託 料 1,933
配水池清掃料

水質検査料

手 当 等 2,514

管理職手当

時間外勤務手当

管理職特別勤務手当

扶養手当

1,530法 定 福 利 費
職員共済組合負担金

職員退職手当負担金

670旅 費
通行料

普通旅費

5,440報 償 費
休日水道施設管理料

水道メーター検針料

郵送料

公用車燃料費

通 信 運 搬 費 594

4,768委 託 料

会計・マッピングシス
テム保守料

公営企業会計制度支援
業務

水道料金調定システム
保守料

電算プログラム修正料

遠隔監視システム回線使用料

公用車リース料

水道料金システムリー
ス料

口座振替手数料

813賃 借 料



支　出
　（単位 ： 千円）

款 項 目 節 予定額 備　　考

93

1

448

260

18

8

7

2

140

32

5.減価償却費 90,110

有形固定資産減価償却費 89,025

無形固定資産減価償却費 1,085

6.資産減耗費 1

た な 卸 資 産 減 耗 費 1

2.営業外費用 26,325

12,275

企 業 債 利 息 12,175

一 時 借 入 金 利 息 100

2.雑支出 6,050

そ の 他 雑 支 出 6,050

8,000

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 8,000

3.特別損失 　 201

1.固定資産売却損 1

固 定 資 産 売 却 損 1

6.過年度損益修正損 200

過 年 度 損 益 修 正 損 200

水利権

過年度水道使用料還付金

企業債償還利息

建物・構築物・機械・装置等

3.消費税及び地方消
費税

1.支払利息及び企業
債取扱諸費

公用車重量税

収入印紙代
公 課 費 9

研修会参加料

802負 担 金
切目川ダム管理負担金

172雑 費
購読料

図書代

公用車損害保険料
保 険 料

公用車自賠責保険料
26

非常勤公務災害補償組
合

日本水道協会負担金



　　資本的収入及び支出

収　入
　（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

3.資本的収入 64,650

1.負担金 3,500

1.負担金 3,500

負 担 金 3,500 3,500

2.固定資産売却代金 1

1.固定資産売却代金 1

固定資産売却代金 1

3.他会計負担金 5,000

1.他会計負担金 5,000

他 会 計 負 担 金 5,000 5,000

4.企業債 5,100

1.企業債 5,100

企 業 債 5,100 5,100

5.他会計補助金 51,049

1.他会計補助金 51,049

他 会 計 補 助 金 51,049 51,049

支　出
　（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

4.資本的支出 105,039

1.建設改良費 18,710

1.配水設備改良費 13,610

工 事 請 負 費 8,500 5,000

3,500

負 担 金 5,110 5,110

2.資産購入費 5,100

量 水 器 100

備 品 購 入 費 5,000

2.企業債償還金 86,329

1.企業債償還金 86,329

企 業 債 償 還 金 86,329

備　　考

補償工事負担金

水利施設等保全高度化事業

備　　考

印南町未来投資事業負担金

一般会計補助金（元金償還分）

水利施設等保全高度化事業負担金

未来投資事業工事請負費

補償工事請負費

企業債償還元金



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △28,745,636

減価償却費 90,110,000

固定資産除却費 0

固定資産売却損益(△は益) 1,000

貸倒引当金の増減額(△は減少） 0

賞与引当金の増減額(△は減少） △7,000

法定福利費引当金の増減額(△は減少） △1,000

長期前受金戻入額 △58,170,000

受取利息及び配当金 △43,000

支払利息及び企業債取扱諸費 12,275,000

未収金の増減額（△は増加） △97,257

貯蔵品の増減額（△は増加） △99,000

未払金の増減額 368,637

小　　　　　計 15,591,744

利息及び配当金の受取額 43,000

利息の支払額 △12,275,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,359,744

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △33,372,000

有形固定資産の売却による収入 1,000

無形固定資産の取得による支出 0

国庫補助金等による収入 0

負担金による収入 7,451,000

一般会計からの繰入金による収入 68,549,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 42,629,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入 0

一時借入金返済による支出 0

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 5,100,000

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △86,328,742

一般会計からの出資による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △81,228,742

資金に係る換算差額 0

資金増減額 △35,239,998

資金期首残高 158,618,140

資金期末残高 123,378,142

２. 令和５年度　印南町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和５年４月１日から 令和６年３月３１日まで)



(単位：千円)

特別職 一般職 給　料 職員手当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1 4,396 3,133 7,529 1,652 9,181

1 4,374 2,937 7,311 1,977 9,288

0 22 196 218 △ 325 △ 107

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当
時間外

勤務手当
住居手当 管理職手当

管理職
特別手当

計

本年度 1,857 438 58 500 0 180 100 3,133

前年度 1,781 318 58 500 0 180 100 2,937

比　較 76 120 0 0 0 0 0 196

増減額

　(千円）

0

22

0

76

その他の増減分 120

 (３)　給料及び職員手当の状況

３．給与費明細書

(１) 総　括

備　　考

昇給に伴う増加分

職員手当 196

職員手当
の 内 訳

区　　分

給　　料 22

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

365,500

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

区　分
増減事由別内訳

説　　明
　　　（千円）

職　員　数

本年度

平均給与月額 　（円）

平 均 年 齢　　（歳）

平均給与月額 　（円）

平均給料月額 　（円）

扶養手当の増

期末手当支給率変更等による増

事務・技術職（企業職）

182,200

150,600

一般職 （円）

一般会計の制度

182,200

150,600

事務・技術職 （円）

企   業   職

大　　学　　卒

高　　校　　卒

(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

  イ. 初任給

  ア. 職員一人当たり給与

区 　　　     　　　分 

平 均 年 齢　　（歳）

制度改正に伴う増減分

令和5年 2 月 1 日現在

昇給・昇格による増

前年度

比　較

42.0

令和4年 2 月 1 日現在

区     分

409,100

362,800

43.0

421,800

平均給料月額 　（円）



  ウ. 級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

7級 7級

6級 6級

5級 1 100.0 5級 1 100.0

4級 4級

3級 3級

2級 2級

1級 1級

計 1 100.0 計 1 100.0

区　　　分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

企　業　職 主事 主査 係長・主任 課長補佐 副課長・主幹 課長 参事

  エ. 昇給

企　業　職 企　業　職

1 1

1 1

３号給（人） 1 ３号給（人）

４号給（人） ４号給（人） 1

５号給（人） ５号給（人）

６号給（人） ６号給（人）

100.0 100.0

  オ. 期末手当、勤勉手当

支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

2.200 2.200 4.40

2.150 2.150 4.30

2.200 2.200 4.40

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者　 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

 支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 －

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 －

な　　し

な　　し

  カ. 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

企　　　　業　　　　職 企　　　　業　　　　職

令和5年
2月1日現在

令和4年
2月1日現在

区　　　分

(級別の基準となる職務)

区　　　分

区　　　　　　分 区　　　　　　分

 職  員  数　　 　　　 　 　(A)（人）  職  員  数　　 　　　 　 　(A)（人）

 昇給に係る職員数　　　　 　(B)（人）  昇給に係る職員数　　　　 　(B)（人）

 比　較                   　(B)／(A)（％）  比　較                   　(B)／(A)（％）

区　　分
支給期別支給率

備　　　考

前 年 度

 国 の 制 度

本年度 前年度

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

本 年 度

   区    分

区　　分 一般会計の制度との異同

その他の加
算措置等

備　　考

  キ. 地域手当　　　　　　　　　な　　　　し

  ク. 特殊勤務手当　　

  ケ. その他の手当

通　勤　手　当 同　

扶　養　手　当 同　

住　居　手　当 同　
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４. 令和５年度　印南町水道事業予定貸借対照表（当年度分）
(令和６年３月３１日)

（単位：円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,050,700 2,274,626

土 地 124,493,194

建 物 6,325,326

構 築 物 2,277,777,561

減 価 償 却 累 計 額 △ 524,237,165 1,753,540,396

機 械 及 び 装 置 276,464,858

減 価 償 却 累 計 額 △ 133,801,237 142,663,621

工具、器具及び備品 820,350

減 価 償 却 累 計 額 △ 276,911 543,439

建 設 仮 勘 定 51,207,889

有 形 固 定 資 産 合 計 2,074,723,165

11,102,170

固 定 資 産 合 計 2,085,825,335

無 形 固 定 資 産

水 利 権 11,102,170

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金 123,378,142

未 収 金 26,930,286

貸 倒 引 当 金 △ 7,899,536 19,030,750

貯 蔵 品 625,050

流 動 資 産 合 計 143,033,942

資 産 合 計 2,228,859,277



３

(1)

イ

４

(1)

イ

(2)

(3)

イ

ロ

５

(1)

(2)

６

７

(1)

イ

資 本 合 計 396,470,484

負 債 資 本 合 計 2,228,859,277

利 益 剰 余 金 合 計 △ 111,906,094

剰 余 金 合 計 △ 111,906,094

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金 111,906,094

剰 余 金

資 本 金 508,376,578

負 債 合 計 1,832,388,793

資　本　の　部

収 益 化 累 計 額 △ 390,323,916

繰 延 収 益 合 計 970,734,429

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,361,058,345

流 動 負 債 合 計 107,336,648

引 当 金 合 計 741,000

賞 与 引 当 金 619,000

法 定 福 利 費 引 当 金 122,000

引 当 金

企 業 債 合 計 88,139,382

未 払 金 18,456,266

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債 88,139,382

流 動 負 債

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債 合 計 754,317,716

固 定 負 債 合 計

企 業 債

754,317,716

（単位：円）

建設改良費等の財源に充てるための企業債 754,317,716
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土 地 124,493,194

無 形 固 定 資 産

水 利 権 12,187,170

無 形 固 定 資 産 合 計

△ 3,471,700 2,853,626

機 械 及 び 装 置 272,729,858

有 形 固 定 資 産 合 計

構 築 物 2,269,139,561

貸 倒 引 当 金 △ 7,899,536

５. 令和４年度　印南町水道事業予定貸借対照表（前年度分）
(令和５年３月３１日)

（単位：円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品 820,350

建 物 6,325,326

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額 △ 451,718,165 1,817,421,396

減 価 償 却 累 計 額 △ 117,936,237 154,793,621

建 設 仮 勘 定 46,561,889

減 価 償 却 累 計 額 △ 214,911 605,439

2,146,729,165

固 定 資 産 合 計 2,158,916,335

12,187,170

現 金 預 金 158,618,140

未 収 金 43,284,029

流 動 資 産

35,384,493

資 産 合 計 2,353,545,018

貯 蔵 品 626,050

流 動 資 産 合 計 194,628,683
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資 本 合 計 425,216,120

負 債 資 本 合 計 2,353,545,018

利 益 剰 余 金 合 計 △83,160,458

剰 余 金 合 計 △ 83,160,458

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余
金

83,160,458

剰 余 金

資 本 金 508,376,578

負 債 合 計 1,928,328,898

資　本　の　部

収 益 化 累 計 額 △ 332,153,916

繰 延 収 益 合 計 969,355,429

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,301,509,345

流 動 負 債 合 計 121,616,371

法 定 福 利 費 引 当 金 123,000

引 当 金 合 計 749,000

未 払 金 34,538,629

引 当 金

86,328,742

企 業 債 合 計 86,328,742

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

固 定 負 債 合 計 837,357,098

企 業 債

負　債　の　部

837,357,098

企 業 債 合 計 837,357,098

固 定 負 債

（単位：円）

賞 与 引 当 金 626,000



（単位：円）

1 営業収益

(1) 給水収益 119,387,000

(2) その他営業収益 2,415,000 121,802,000

2 営業費用

(1) 原水及び浄水費 55,018,908

(2) 配水及び給水費 22,083,546

(3) 総係費 23,276,271

(4) 減価償却費 93,191,000

(5) 資産減耗費 1,000 193,570,725

営　業　損　失 71,768,725

3 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 80,000

(2) 他会計補助金 6,712,000

(2) 加入負担金 2,652,000

(3) 長期前受金戻入 55,699,000

(5) 雑収益 141,300 65,284,300

4 営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 13,256,000

(2) 雑支出 7,323,727 20,579,727 44,704,573

経　常　損　失 27,064,152

5 特別利益

(1) その他特別収益 2,481,000

(2) 過年度損益修正益 1,000 2,482,000

6 特別損失

(1) 固定資産売却損 1,000

(2) 過年度損益修正損 100,000 101,000 2,381,000

当 年 度 純 損 失 24,683,152

前年度繰越利益剰余金 58,477,306

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 83,160,458

６. 令和４年度　印南町水道事業予定損益計算書（前年度分）

(令和４年４月１日から 令和５年３月３１日まで)



７．工事請負費明細書

　（単位 ： 千円）

延　長 口　径

（ｍ） （㎜）

1 印南地区配水管布設工事 印南 管路布設 94.0 φ100 HPPE 5,000

2
町道清水アガノ線道路改良工事

に伴う配水管移設工事
羽六 管路布設 110.0 φ75 HPPE 3,500

8,500合　　計

　(１)　配水設備工事

工　事　費路　線　名　等 位　置 工　種 管　種



注 記 

Ⅰ．重要な会計方針 

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     ・貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ 

く簿価切下げの方法により算定） 

２ 固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  

定額法による。（ただし、水道事業の取替資産については取替法 

による。） 

・主な耐用年数 

建物     50 年 

構築物    40 年 

機械及び装置 10～20 年 

（２）無形固定資産 

      ・減価償却の方法 

      定額法による。 

      ・主な耐用年数 

      水利権    20 年 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

      本町は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、水道事業 

会計は、当該組合に負担金を拠出しているが、追加的な費用負担で 

ある当該組合への調整負担金は、全額一般会計において措置するこ 

ととなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計 

上せず、負担金拠出時に費用処理を行っている。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当およびそれに係る法定福利費の支給 

に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負 

担に属する額を計上している。 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債 

権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額 

を計上している。 



４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

Ⅱ．予定キャッシュ･フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

     該当事項なし 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

     該当事項なし 

２  企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起 

算して 1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す 

ると見込まれる額は 419,838,116 円である。 

３ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

     該当事項なし 

４ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和 5年度において、期末勤勉手当として 1,856,620 円を支給す 

るため、賞与引当金 626,000 円 を取り崩す。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し 

        令和 5年度において、期末勤勉手当として 364,834 円を支給する 

ため法定福利費引当金 122,000 円 を取り崩す。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

該当事項なし 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借 

取に係る方法に準じた会計処理によっている。 

Ⅴ．重要な後発事象 

   該当事項なし 

Ⅵ．その他の注記 

該当事項なし 

 


